


　新型コロナウイルスの感染が急拡大し、
11度目の流行期に入ったと指摘されています
が、新型コロナの５類移行で特例措置が３月
末に終了、高額の自己負担のために、患者
が治療薬を避ける傾向があります。
　日本共産党国会議員団は、重症化する患
者の増大と医療崩壊を防がなければならな
い、として武見敬三厚労相宛てに緊急要請。
コロナ治療薬の窓口負担を他の感染症で用
いられているものと同水準とするなど「緊急
に新たな公費補助の創設が必要だ」と主張し、
コロナワクチンについても自己負担減免を求
めました（18
日）。

　自公政権は2018年度から「国保の都道府県
化」（国保財政を都道府県と市町村が共同で運
営）を行いました。国保料を軽減する自治体独
自の取り組みをやめさせ、国保料の値上げを進
めるための仕掛けです。その下で、今年度の
値上げ自治体数は626となり、国保の都道府県
化後で最も多かった18年度（559自治体）を
上回りました。

　非正規労働者やフリーランス、自営業者などが加入する
国民健康保険。岸田政権の下で、今でも高い国保料（税）
の値上げラッシュが起き、今年度、少なくとも全国の36.1
％の自治体で値上げしています（年収400万円、４人世帯）。

　なぜ国保料は高いのか。国保加入者には低所得者が多
く、健康保険と違って保険料の事業主負担もありません。
にもかかわらず、自民党政権は国保に対する国庫負担を削
減・抑制してきました。
「均等割」「平等割」廃止を　国保料には家族の人数に応
じてかける「均等割」や各世帯に定額でかかる「平等割」
があります。子どもの数が多いほど国保料が上がる「均等
割」は、子育て支援に逆行します。日本共産党は、１兆円
の公費投入で「均等割」「平等割」を廃止するなど、協会
けんぽの保険料並みに引き下げることを提案しています。
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　厚生労働省はさらに2035年度までを目標に、
都道府県内の自治体すべてで同じ保険料率に
する「統一保険料」にしようとしています。
　これを全国に先駆けて行ったのが、大阪府と
奈良県。大阪府では４人世帯のモデルで52.6万
円に。全43自治体が値上げになりました。和泉
市は10万円、大東市は8.6万円、四条畷市は
8.5万円の値上げになっています。

※給与年収400万円の４人世帯の
場合。世帯数の違いを考慮せず、
全1736自治体を単純平均した値。
2024年度は料率が判明した
自治体以外は据
え起きとして計算
した暫定値
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